
 

令和６年度補助事業の概要 

（公益財団法人 海難審判・船舶事故調査協会） 

 

 

１．海難審判等相談事業 

  全国９箇所の相談所において、海難審判や運輸安全委員会の事故調査を受ける船員等か

らの一切の相談に、経験豊富な相談員が無料で応じた。 

また、事業の周知・啓発のため、ノベルティグッズ（モバイルスタンド）やチラシを配

布するとともに、国土交通省運輸安全委員会と連携し、ボートフェアやヨットショー来場

者に船舶の安全運航のための情報を提供した。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．船舶事故事例調査研究事業 

  一つの船舶事故（海難）について、原因究明や再発防止策等を取りまとめる行政機関及

び司法機関による最終判断を比較整理、研究した。 

  本編として５件、二元比較編として２０件を研究し、類似事例、解説などを加え、「船

舶事故事例集（令和６年度版）」として刊行し、船社、海事関係団体、弁護士等に提供し

た。 
 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 
一つの船舶事故 

 

モバイルスタンド ボートフェアでの周知・啓発活動 

運輸安全委員会 

・調査報告書 

・原因と再発防止策 

海難審判所 

・裁決書 

・懲戒原因 

裁 判 所 
・裁決取消訴訟判決書 

・刑事判決書 

・民事和解  等 

＋海難統計  
＋類似事例  
＋解   説  

第３章 船舶事故事例  


